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（13）	 	　See 	Yadav,	supra 	note	2,	at	19.　たとえば，債務不履行となる可能性が高い貸付に関するプロテクション
の購入や，債務不履行となる可能性の低い債務に関するプロテクションの売却等に，利用されるのではない
かと考えられている。






















































（19）	 	　See 	Id .	at	7,	38.
（20）	 	　See 	Id .	at	7－8.
（21）	 	　See 	Id .	at	8.
（22）	 	　たとえば，木野=糸田・前掲注（9）32－33頁を参照。












































（26）	 	　See 	Yadav,	supra 	note	2,	at	41－42.
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This	paper	reveals	and	analyses	 the	 law	making	process	of	 the	 fundamental	 law	
on	alcohol	management	which	was	passed	in	2013	and	enacted	in	2014	in	Japan.	This	
law	 is	about	harms	of	alcohol,	harms	of	excessive	drinking,	drinking	by	minors	and	
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combinedly.	 In	 this	research,	XBRL	 instances	on	EDINET	are	 transformed	to	RDF/

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































あり 3 0 16 19
なし 4 18 23 45






あり 0 0 10 10
なし 1 0 17 18
















































































































水 質 ○ －
土 壌 ○ －
動植物 ○ ○（猛禽類，オオサンショウウオ）














































































































































































































































































































































































































































































































































活動変化量高群	=	1.48	vs.	M 探索活動変化量低群	=	4.93,	SD 探索活動変化量低群	=	1.40;	F 	（1,	253）	=	3.056,	p 	=	
.082;	η2p	=	.012）。そのため，仮説1bは支持された。一方，「解釈レベル特性」高次群は，「探
索活動変化量」が高い時，低い時に比べ「製品に対する満足度」が低く，その差は10%水
準で有意であった（M 探索活動変化量高群	=	5.08,	SD 探索活動変化量高群	=	1.04	vs.	M 探索活動変化量低群	=	5.48,	
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売上高（百万円） 比率 営業利益（百万円） 比率
2008年3月期
全体 844,781 13,002
うち水産事業 584,133 69.1% 8,581 66.0%
うち食品事業 235,510 27.9% 6,238 48.0%
2013年3月期
全体 809,789 11,996
うち水産事業 486,469 60.1% 4,083 34.0%






























































































































































 表5　アクリフーズの業績 （単位: 百万円、%）
2009年3月期 2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期
売上高（A） 26,801	 27,689	 28,287	 29,618	 30,261	
当期純利益（B） 432 531 521 426 446


















































































































































































（1）　	加算税規定の沿革については，石倉文雄「加算税制度の沿革と目的」『日税研論集』13号 ,1990年5月 ,ｐ3 ～ 6




















































































































































































































































































































































































































































































































































項目 輸出 前年比 割合 輸入 前年比 割合
貿易総額 2492.12 127.8 100.0 2250.97 135.8 100.0
通常貿易 1051.92 132.9 42.2 1000.80 149.3 44.5
来料加工組立貿易 411.23 115.0 16.5 279.79 118.8 12.4
進料加工貿易 965.33 128.5 38.7 645.81 129.1 28.6
外資系企業が投資として輸入す
る設備等 130.94 118.3 5.8
保税倉庫の輸出入貨物 26.72 139.6 1.1 52.70 132.6 5.9




































































































































































































































品　　目 中国シェア 前年比 日本シェア 前年比
携　帯　電　話 12.9 3.1 12.5 －1.2
DVDプレーヤー 38.3 3.0 18.5 －7.6
VTR 23.2 1.5 2.5 －2.3
デスクトップバソコン 11.9 1.0 3.4 －0.1
カラーテレビ 24.6 0.5 1.3 －0.5
四　輪　車 3.6 0.4 17.6 －0.1
工　作　機　械 5.6 0.5 23.6 2.6
エチレン 6.0 － 7.6 －0.6
粗　　鋼 14.9 －0.8 12.6 0.7
二　輪　車 46.1 －1.6 10.0 －
エアコン 38.7 －0.2 18.5 －1.7









































①電機・機械 0.65 0.27 -0.01
エンジン，蒸気タービン，同部品等＊ 0.98 0.92 0.78
エアコン，冷蔵庫，ポンプ等 0.89 0.61 0.02
建機，昇降機，遠心分離機等＊ 0.93 0.88 0.64
建機，昇降機用部品等 0.76 0.52 0.30
印刷機，紡績機械，同部品等＊ 0.99 0.96 0.94
ミシン，マシニングセンター，洗濯機等 0.83 0.72 0.44
研削盤，鍛造機，同部品等＊ 0.86 0.71 0.75
電卓，パソコン，同部品等 0.66 0.20 -0.22
金型，バルブ，ベアリング，変速機等＊ 0.68 0.64 0.43
変圧器，電動機，発電機，蓄電池等 -0.19 -0.31 -0.32
湯沸器，電話用機器，マイク等 0.22 -0.11 -0.46
テレビ，ビデオ，同部品等 0.81 -0.19 -0.42
スイッチ，コンデンサー，PCB等 0.55 0.33 0.18
IC，電子部品，電線等 0.55 0.31 0.29
②輸送機器 0.91 0.49 0.30
コンテナ，機関車，車両，同部品等+ 0.82 -0.57 -0.76
自動車，トラクター，同部品等＊ 0.97 0.84 0.75
自転車，モーターサイクル，同部品等+ 0.75 -0.13 -0.80
航空機，落下傘，同部品等 0.86 -0.73 -0.04
船舶，浮き構造物等 0.45 -0.25 -0.41
③光学・精密機器 0.49 -0.07 -0.02
複写機，カメラ，光ファイバー，レンズ等 0.47 -0.27 -0.25
液贔デバイス，レーザー，医療用機器等 0.81 0.08 0.18
放射線機器，物理・化学分析機器等＊ 0.88 0.65 0.49
測定機器，検査機器，オシロスコープ等＊ 0.88 0.83 0.74
腕時計，時計，ムーブメント（完成品）等+ －0.90 -0.91 -0.81
ムーブメント（部分品），時計用部品等 0.10 -0.36 -0.43


























年 1985 1990 1995 2000 2001
対 中 国
鉄 鋼 0.99 0.50 0.33 0.55 0.67
自 動 車 0.99 1.00 0.99 0.99 0.99
事 務 用 機 器 0.99 0.40 -0.10 -0.45 -0.55
音 響映像機器 0.99 0.67 -0.06 -0.92 -0.93
半導体電子部品 0.99 0.94 0.73 0.60 0.62
家庭用電気機器 0.99 0.29 -0.30 -0.87 -0.90
対 世 界
鉄 鋼 0.80 0.46 0.50 0.60 0.66
自 動 車 0.96 0.77 0.67 0.80 0.80
事 務 用 機 器 0.66 0.59 0.32 0.03 0.01
音 響映像機器 0.96 0.86 0.52 0.38 0.24
半導体電子部品 0.64 0.60 0.53 0.36 0.31



































































1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位
純 平 ソニー 創維 王牌 海信 長虹 康佳 海爾 東芝 松下 PHI
占 有 率 13.43 11.54 9.55 8.73 8.68 8.48 6.8 6.5 5.48 	5.26
投　 影 東芝 LG ソニー 三星 長虹 松下 日立 PHI 王牌 康佳
占 有 率 15.03 14.97 12.39 11.26 10.98 9.62 9.39 5.4 4.09 1.39
プラズマ 松下 LG SVA 王牌 海信 創維 三星 PHI 海爾 日立
占 有 率 37.25 20.74 13.07 8.1 4.47 2.69 2.01 1.65 0.78 0.74
液　 晶 夏普 SVA LG 康佳 厦華 創維 海信 三星 海爾 西湖






































































































































食 料 品 43.8 47.9 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 13.7
繊 維・ 紡 績 65.4 34.6 国内市場価格・売上低下	 53.8
ア パ レ ル 81.8 9.1 国内市場価格・売上低下	 54.5
パ ル プ・ 紙 62.5 31.3 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 43.8
化 学 44.7 51.1 ASEAN市場で競合	 16.0
医薬品・化粧品 31.3 65.6 欧米市場で競合	 15.6
ゴ ム 製 品 55.6 38.9 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 27.8
窯 業・ 土 石 55.2 44.8 国内での日本企業と競合	 24.1
鉄 鋼 64.3 35.7 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 28.6
金 属 製 品 59.2 38.0 国内での日本企業と競合	 22.5
非 鉄 金 属 80.0 20.0 国内での日本企業と競合	 40.0
一 般 機 械 55.9 42.4 ASEAN市場で競合	 30.5
電 気・ 電 子 56.0 44.0 ASEAN市場で競合	 21.3
電 子 部 品 67.4 28.3 国内での日本企業と競合	 37.0
自 動 車 部 品 52.6 42.1 ASEAN市場で競合	 31.6
そ の 他 輸 送 38.5 38.5 ASEAN市場で競合	 23.1
精 密 機 器 44.8 53.4 ASEAN市場で競合	 17.2
家 具・ 建 材 81.8 15.2 国内市場価格・売上低下	 30.3
卸 売 65.5 31.0 国内市場価格・売上低下	 39.7
小 売 75.0 18.8 国内市場価格・売上低下	 56.3
商 社 43.1 47.7 国内市場価格・売上低下	 19.9
そ の 他 52.9 43.6 国内市場価格・売上低下	 21.4
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